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Summary

 It has been shown theoretically by Bessho that it is possible to absorb a train of regular  waves 

passed a floating body if its motion is properly controlled.  It has also been shown  experimentally 

by J. H. Milgram that in a specified case, the "perfect wave absorption" could be realized. 

 In this paper, the authors rearrange Bessho's theory and show that when an incident wave  is 

diffracted by a fixed body, the height of symmetric wave system and asymmetric wave system 

which are  fundamental components of the reflected and the transmitted waves is exactly one half 

of the height of the incident wave, and show that this relation is valid independent of the  form 

of the body. They also show that this relation holds in the case when the body is allowed  to 

move provided the body is of symmetric. 

  Making use of these relation, the authors show theoretically and experimentally that it  is 

possible to absorb completely the energy of an incident wave by actively controlling the  motion 

of a floating body. 

  They also show that at the "wave absorption point" at which no reflected and transmitted wave-

exist, the work done by the mechanism which activated the body is negative and is equal to the 

energy of the incident wave.

1　緒 言

海面に浮んだ物体で波を消す,い わゆる浮消波堤が最近海洋開発に関連 して注 目されている。一般に浮体で波

を消す場合,主 として物体で波を崩して波の粒子の運動を渦などに変えて波のエルギーを散逸させる方法と,主

として浮体による発散波と散乱波と入射波とを干渉させて透過波を消す方法とがある。

本論文では主として後者の方法で波を消す場合を想定し,消 波のメカニズムを明らかにすることを目的として

基礎的な問題を取扱って見た｡

規則波中の浮体の運動に適当な制御を加えると,反 射波も透過波も無いとい う状態が可能である。とい うこと

が,別 所1)に よって理論的に指摘されてお り,ま た,J.H.Milgram2)は 特殊な場合につ い て実験的に可能であ

ることを報告している。

消波装置の基本的な問題は,ま ず第一に,平 水中で物体が運動するときにこの物体に作用する流体力と,無 限.

遠に発散してゆ く波の位相 と振幅とを求めるRadiatioN問 題 また第二に,水 面に固定された物体に対 して規

則波が(射 して くるとき,こ の物体に作用する流体力,反 射波と透過波の性質を求めるDiffraction問 題 そし

て最後に,浮 遊物体が波の中で動揺 した り,あ るいは運動が制御された りしているときの反射波と透過波の性質

を求めるということである。 これらの問題に対する解は左右対称な物体に対 してUrselll),田 才4)ら に よって与一
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え られている。 また田才5)に よれば,規 則波中における浮体にHeavingを 許すと,そ の同調点においては,拘

束されたときの反射係数 と透過係数とが正反対になることが指摘されてお り,別 所はまた,波 と物体との系外に

Passiveな 力学系を設定 し,Heavingに 対 して,そ の同調点における運動の振幅を半分に減衰せしめるならば,

透過波は1/2と な り,エ ネルギーを取 り出すことができ,さ らにSwayingあ るいはRollingに 対 しても,同 調

点において振幅を半分に減衰せ しめるならば,透 過波 ・反射波はともに0と なって,残 りの半分のエネルギーも

回収できることを示 した。

しか し,外 部力学系によって実現される,消 波状態での物体のpassiveな 運動が,機 械系によってactiveに

実 現されるならば,任 意の波長の波を消すことができるであろう。著者らはこの考えに基づいて,理 論と実験と

の比較を行なった。

2　反射波と透過波

これまでも多 くの人によって反射波と透過波の諸性質が論ぜられ,種 々の興味ある結果が導かれている。反射

波と透過波は物体が拘束されている場合,そ れぞれ散乱波の上流側の成分および散乱波の下流側の成分と入射波

の合成されたものであるが,こ れを対称波成分と,反 対称波成分によって構成された現象波であるとい う捉え方

をすれば,こ の基本的な対称波,反 対称波の諸性質を調べることにより,諸 関係を統一的に把握するのに便利で

あろ う。

特に後述のように,左 右対称な物体が波の中で動揺するとき,(射 波のエネルギーが対称波成分と非対称波成

分に等分されるとい うエネルギー等分配則ともい うべきものが,エ ネルギー保存則とともに不変量概念として存

在するように思われるので,今 後このような観点から議論を進めてゆ く。

2・1 Radiation-Diffractionポ テ ンシ ア ル のKochin変 換 と

そ の 直 接 的 関 係6,7)

左右対称な2次 元物体が自由表面上で周期的な運動 をす る と

き,流 体は理想流体であり,物 体の運動の振幅とそれによる流体

の境乱および入射波の波高は微少であ り,従 って線型性が成 り立

つとする。

座標系をFig.2-1の よ うにとると,流 体運動の速度ポテソシ

アルは

(2・1)

このとき自由表面境界条件は

(2・2)

であ り,水 面変位は

(2・3)

で与えられる。次にポテンシアルを正規化する。

(i)　 Radiationポ テ ソ シ アル

 (2.4)
ここで添字jは

j=1 左 右揺れ,j=2上 下揺れ,j=3原 点 まわ りの横揺れ

を表わ し,Xjはj-modeの 強制動揺の振幅を表わす。従って φj(x,y)は 単位速度振幅の運動によるRadiation

ポ テソシアルを意味する。

(ii) 入 射 波 とDiffractionの ポ テ ソ シ アル

(2・5)

ここで添字jは

j=0(射 波,j=4diffraction

を表わし,aは 入射波の振幅である。従って

Fig.2-1 座 標 系
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(2・6)

である。次に添字C,Sで ポテソシアルの実部,虚 部を表わ し,φ4に ついては添字 孟,β で対称成分,反 対称

成分を表わすと

(2・7)

(2・8)

とな る。 次 にKochin変 換 を 定 義 す る。

(2・9)

ここに か 渤 体麺 境界上の接 分を意味する。甑 さらに

(2・10)

とおくとき,次 のような関係がある。

(2・11

また現在の問題においては,物 体の左右対称性を仮定 しているので,φ 」(j=1,2,3)の 対称性を 考慮すると,

次 の関係が与えられる｡

(2・12)

φ1(x,y)=-φj(-x,y)の とき

(2・13)

すなわち,(2・1)を 考慮するならば,φj(x,y)が 対称のとき,Hjc。士(K),Hjs±(κ)は と もに実数であり,

また φj(¢,のが反対称のときはともに純虚数である。

また,Kochin変 換の物理的意義は次のように与えられる｡

(2・14)

すなわち,Hj±(K)はφj(x,y)に よって ±∞ に発散する進行波の波高に比例し,と くに,j-mode(j=1,

2,3)の 単位振幅の運動によって発散する進行波は

(2・15)

で与えられる。

DiffractioNポ テ ソ シアル φ4(x,y),あ るい はH4土(κ)に 関 す る情 報 は ,別 所 に よ って6),RadiatioNポ テ ン

シアル とD置ractionポ テ ン シア ル とに 関す る積 分方 程 式 の比 較 か ら,次 の関 係 と して 与 え られ た 。

(2・16)

(2・17)

2.2対 称 波 と反 対 称 波,と くにエ ネル ギ ー 等 分 配 法 則 に つ い て

H2C+,H2S+は 実 数,HIc+,H1s+は 虚 数 で あ る こと に注 意 して,(2・16),(2・17)を 『まとめ る と

(2・18)

と な る。 さて,(2・12),(2・13)を 考 慮 す る と

(2・19)

あ るい は,(2・18)か ら

(2・20)

となる。さて固定された左右対称な物体に,単 位振幅の入射波がやってくるとき

(2・21)

(2・22)

とおくと

(2・23)

このとき,反 射波も透過波も,対 称波成分と反対称波成分とから構成されているのであるから
,m軸 の正側で
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(2・24)

(2・25)

これらの物理的意義は次の如 くである。すなわち,Diffractionに よって生じる反射波と透過波 の基本成分で

ある対称波と反対称波の振幅 は と もに1/2で あ って,こ れは物体が左右対称の場合には,そ の形状等によって

何ら影響を受けない不変量である(Diffractionの エ ネルギー等分配法則にとって,物 体の左右対称性 の仮定

は本質的な制限ではな く,非 対称物体についても一般的に成立する。Appendix参 照)。 この不変量は,物 体の

運動をfreeに しても保存されるとい うこと,我 々の目に反射波と透過波としていろいろに変化して 見 る もの

は,基 本波としての対称波と反対称波の,

ただ位相差の変化による重ね合わせによる

ものである。 この関係を概略的に図示 した

ものがFig.2-2で あ る。

次に,こ の不変量が物体に運動を許して

も保存されることを示す。 ここではHeave

freeに つ いて 検 討するが,Swayfree,

Rollfree,さ ら にSwayとRollと の

coupleを 許 して も この基本的事実は変わ

らない。

さて,Heavefreeの 場合に,単 位振幅の(射 波の中でする物体の運動は,HaskiNd - NewmaNの 関係 の所別

による拡張を用いるならば,次 の運動方程式によって与えられる。

(2・26)

ただし,m:物 体 の質量,mH:Heaveの 付加質量係数,c:復 元 力

である。いま,運 動が周期的であるから

(2・27)

とお く と,(226)は

(2・28)

とな る。 さ らに

(229)

とお く と,Heavingに よ る正 方 向へ の発 散 波 を

(2・30)

とす る とき,(2・15)か ら

(2・3)

で あ る か ら,

(2・32)

を得る。従って,対 称波成分は

(2・33)

で与えられる。Heavefreeの 場合には,反 対称波は変わらないが,対 称波についても,そ の振幅 は やはり1/2

の まま不変であ り,た だ位相が変化するのみである。

2.3　 同調点における反射波と透過波

上記の不変量概念は,我 々に多くの情報を提供する。とくに消波装置との関連で問題になる,Heaving の同調

点での様子を調べてみよう｡同 調点では,(2・29)のP = 0と い うことであるから,

(2・34)

この運動による発散波は

(2・35)

となって,対 称波成分が

(2・36)

Fig.2-2　 エ ネル ギ ー等 分 配 法 則 の 概 略 図



消 波 装 置 の基 礎 的 研究 97

のように変わるから,反 射波と透過波は

(2・37)

(2・38)

となる。 これはHeavefreeの 同調点においては,固 定に対する反射係数,透 過係数が逆転すること,ま たこの

ことは,単 に絶対値としてそ うであるというばか りでなく,波 として全 く逆転していることを示 して い る。

SwayfreeやRollfreeの 場合にも上 と同じ事柄が成 り立つことは,容 易に確かめることができるが,こ の場

合には反対称波成分を変えることによるのである。

これまで,反 射波と透過波の性質について,基 本波としての対称波と反対称波 とへのエネルギー等分配なる不

変量概念を用いて統一的に把握できることを示 した。この不変量はエネルギー保存則 とともに成 り立つ不変量で

ある。すなわち,水 面に浮ぶ左右対称な物体 と系外にエネルギーを取 り出さない外部力学系とによって構成され

た系に入射波がやってくるとき,反 射波と透過波へ分配されるエネルギーの和は(射 波のエネルギー に 等 しい

が,さ らに,左 右対称波と反対称波 とに対 してエネルギーは等分される｡式 として表現すると

(i)　 エネルギー保存則

(2・39)

(ii)　 エ ネルギー等分配法則

(2・40)

である｡左 右対称な物体について,エ ネルギー保存則はエネルギー等分配法則に含まれていることが,両 式の比

較から容易に認められるが,Appendixの 結論に示されるように,両 法則は一般的には独立な概念であり,し か

も等分配法則はやは り一定の条件のもとで成立する概念である。

3 Active Wave Absorber

前章において消波装置の考え方の原理は明らかにされたのであるが,消 波板の運動の制御とい う点からもう少

し詳しく見てゆく。

エネルギー等分配法則によって,(射 波のエネルギーは対称波成分と反対称波成分とに等分され,こ のことは

物体に運動を許してもそ うであること,さ らに同調点においては,物 体の運動による発散波は(射 波高と等 しい

波高,す なわち対称波 ・反対称波について,そ れぞれ2倍 の波高の波を位相差180。 で発散させること,こ れらを

総合すれば次の結論が得られる。すなわち,Heavingの 同調点において,自 由の場合の同調振幅の1/2に 減衰せ

しめるならば,対 称波成分を消すことができる。 また,同 時に,Swayあ るいはRo11の 同調点 となるようにし

て,運 動の振幅を1/2に 減衰せしめるならば,反 対称波成分を消すことができる。このとき機械的減衰系として

発電機を用いるならば,エ ネルギーを取 り出す ことが可能である。これは別所の示 した消波装置の構造に他なら

ない。この消波装置は,消 波板の運動の力を波自身に求め,そ の運動の制御を機械的外部減衰系によるpassive

な ものである。

しかし,理 論と実験との比較という観点から問題を見ていくならば,上 の議論から明らかなように,た だ同調

点におけると同じ運動形態(た だし振幅は1/2)が 実現してお りさえすればよいとい うことであって,そ の運動形態

をactiveに モーター ・消波板系によって実現 しようという考えに基づいた消波装置がActive Wave Absorber

である。

次に,以 上のことを具体的に調べてみるが,こ のような波の消し方においては,透 過波が0と い うことは,同

時に反射波が0と い うことでもあるので,今 の場合,反 射波について考えるだけで十分である。消波板が単位振

幅の運動を行なうときの発散波を,x軸 の正方向に対 して

(3・1)

とす る と き,波 高比AH,AR位 相 遅 れ εH,εEのUrsell-田 才 法 に よ る計 算 値 を,Active Wave Absorberの 消

波 板;H0=3.8,σ=1.0のLewis formに つ い て,実 験 値 と と もに,Fig.4-4,Fig.4-5に 示 す 。Kochin関 数
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との関係は

(3・2)

であるから,こ のとき,単 位振幅の(射 波に対 して

(3・3)

で与えられる。従って,消 波板の運動を

(3・4)

とするとき,反 射波が,そ して同じことであるが,透 過波も0と なる。

4　実　 験

4.1　 消 波 板

消波板の断面形状をFig.4-1に 示す。 水面下形

状がLewis formで ある。 また,消 波板を強制動

揺装置に取 り付けた状態をFig.4-2に 示す。

4.2　 強 制動揺装置

この強制動揺装置は,定 格出力200W,サ イ リス

タ制御によるサーボモーターによって,前 後2本 の

ロッ ドを強制的にピッチソグ運動させる。その運動

の周波数は,0.3～1.5Hz,各ロ ッドの 上下振幅は

最大100mm,ま た前後2本 のロ ッドの位相差は任

意に変えることができる｡た だし,サ ーボモーター

の回転数は,ま た消波板の運動と(射 波との位相差

は リバーシブルモーターによって,そ れぞれ実験中

Fig.4-1　 消 波 板 の断 面 形 状

Fig.4-2　 強 制 動 揺 装 置
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においても連続的に可変 で あ る

が,各ロ ッドの振幅および相互の

位相差は実験前に固定され,実 験

中に変えることはできない。

4.3　歪 ゲージの取 り付け位置

ロッ ドと消波板の連結部はジソ

バル機構になってお り,歪 ゲージ

はその部分に取 り付けられ,各 ロ

ッドに働 く力を計測した。

4.4　 水路と波高計

動揺試験水槽の中央に,ア クリ

ル板2板 を曳行電車から吊 り下げて実験用の水路を作った。 その概略図を波高計の設置場所ととも にFig,4-3

に示す。

4.5　 結　 果

4.5.1　 発 散 波

消波板が強制動揺すると,ア クリル板が振動して水路

の幅方向の波を作り,ま た水路が短いため に,水 路の

後端から回 り込んでくる波があ り,そ のため水路の内部

が撹乱された。その結果,発 散波および力の記録波形は

Fig.4-3　 試験動揺水槽 水路と波高計

Fig.4-4　 波 高 比 と 位 相 差

Fig.4-5　 消波板の透過係数と反射係数
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基本周期の波に高制波が重ね合わされていたので,フ ーリエ解析を行なって得られた主要周期の波を第一近似優

として,振 幅および位相差とした。発散波の振幅比および位相差の実験値をUrsell-田 才法による計算値ととも

に,Fig.4-4に 示す。また,Fig.45は,本 消波装置が固定されたとき,上 下揺れ自由のとき,左 右揺れ自由

のとき,さ らに両方とも自由のときの反射係数CTと 透過係数CRの 計算値である｡

4.5.2　 流 体 力

消波板がHeaving と Rolling す るとき,消 波板に働く力を次のように無次元化する｡

ここに

B:消 波板の幅,L:消 波板の長さ,ζ:Roddの 上下運動の振輻

ただ し,Rollingに ついてもモーメソトではなくて,ロ ッドに働 く力に注目している。位相差は,運 動の正方向

を下向きとし,力 については上向きを正とするとき,力 の運動に対する位相遅れを αn,αrと している。

Cn,Cγ,αn,αr,の実験値を,計 算値 とともにFig,4-6に 示す｡実 験値と計算値とは全体としてよく合っている。,

次に,規 則波中に消波板を固定 したときの強制力をFig.4-7に 示す｡力 の無次元化は,

Fig.4-6　 強 制動揺時にRoddに 働 く力と位相差

Fig.4-7　 波 浪 強 制 力係 数 と位 相 差
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である。ここに,添 字iは,i=1の と きは

入射波側の,鶴2の ときはその反対 側の

ロッドについての値を表わす。

4.5.3　 消波状態の透過波

消波装置を,各 周期に対して理論計算によ

って得られた消波状態にセットして,規 則波

中で運動するとき得られた透過係数の計測値

を,T=1.4sec,1.5secに ついて,Fig.4-8,

Fig.4-9に 示 す,

Active Wave Absorberに おいては,入 射

波 の位相と運動の位相とは互いに独立であっ

て,自 律的に消波状態が現出されるとい うこ

とはない。従って,必 ず しも消波状態を実現

させることには固執せず,逆 に入射波と消波

板 の運動との位相差と透過波高との関係を記

録紙から読み取ることによって,消 波状態を

推定した。この事惰は,次 の消波状態におけ

るエネルギー吸収の計測においても同じであ

る。

先に注意 したように,消 波状態においては

外部撹乱の影響が大きいため,透 過波が完全

に0と いう状態は現われなかった に も拘 ら

ず,消 波状態の存在は,理 論とほぼ等 しいこ

とが十分に示されている。

4.5.4　 消 波 状態 の エ ネル ギ ー吸 収

上に述べたように,波 消しの状態において

は,消 波装置は波によって仕事をされ,そ う

でないときは逆に,波 を作る仕事をするだろ

う。このことを実験的に確かめた。計測は,

(射 波に対する消波板の運動の位相遅れに対

して,力 の振幅と,運 動に対する力の位相遅

.れを記録紙から読み取った｡力 の無次元化は

(射 波の振幅 ηを基準として,

(i=1,2)

とする｡ま た,単 位の(射 波の中で消波板が

運動 しているとき,消 波板のなす無次元化さ

れた仕事は,各 ロッドについて

(i=1,2)

とする。ここで ζiは,消 波状態に設定され

れ各ロッドの運動の振幅を表わす。 また 偽

Fig.4-8　 透 過 係 数 の計 測

Fig.4-9　 透 過 係 数 の 計 測

Fig.4-10　 消波状態において各Roddに 働 く力
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は運動に対する力の位相遅れを表わす。ロッ

ドに働 く無次元化された力をFig.4-10に,

また,力 の運動に対する位相遅れをFig.4-11

に,そ れぞれ計算値 とともに示す。ただし,両

者とも入射波側のロッド1の 運動の入射波に

対する位相遅れを横軸にとっている。また,

各 ロッドのなす仕事の計測値と計算 値 とを

Fig.4-12に 示す。 両者の和が全体として消

波装置のなす仕事を与える。全般的に計算値

とよく合っていることが分かる。

5　結 言

この研究によって,次 のことが得られた。

)別 所によって理論的に予測された,規

則波に対する完全な消波状態は可能である。

それは,波 によるHeaveやRollの 同調振

幅の半分の振幅を,自 律的にであれ,強 制的

にであれ,物 体に生じさせることによって得

られる運動形態である。 しカも,消 波状態に

おいては,消 波装置は波によって仕事をされ

る。

2)反 射波と透過波の諸性質は,基 本波と

しての対称波 と反対称波とへのエネルギー等

分配法則によって統一的に把握することが可

能である。

最後に,数 値計算には東京大学大型計算機

センターのHITAC 8700/8800シ ステムを使

用 したことを付記する。
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Appendix エネルギー等分配法則の任意船型への拡張

エネルギー等分配法則における物体の対称性の位置を考察する。結論を先にまとめると,非 対称な物体に対し

ては,

(i)　 物体が固定されているときには,エ ネルギー等分配法則は一般的に成 り立つ。

(ii)　 自由な動揺を許 した浮遊物体の場合には,エ ネルギー等分配法則は一般には成立 しないが,成 り立つた

めには,trivialな ものを除いて,物 体の左右対称性を要求する。

以下にそれを示すが,記 号 ・添字などは全て本文に準じている。

A.1　 定　 義

速度ポテソシアルを

(A-1)

とお く。 こ こで 添字 は,

また,添 字A,B,C,Sは それぞれポテソシアルの対称成分,反 対称成分,実 数成分,虚 数成分を表わす。

また添字0は 入射波を表わすために用いる。

(A-2)

各 ポ テ ソシ アル のKochin変 換 は6,7)

(A-3)

(A-4)

(A-5)

(A-6)

と して 与 え られ る。 これ か ら,HjAC±(K),HjAS±(K)は 実 数,HjBc±(K),HjBS±(K)は 純 虚 数 で あ る こ とが

分 か る。

A.2 Radiationポ テ ソシ アル の 積 分 方 程 式

点(x,y)が 物 体 表面Cに あ る と き,Radiationポ テ ン シ アル φj(x,y)は

(A-7)

(A-8)

(A-9)

(A-10)

で与えられる。

(A-11)

であり,〓 はCauchyの 主値をとるとする｡

次 に,物 体表面境界条件を用いて,上 の積分方程式を変形する。強制動揺の変位を
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(A-12)

とすると,物 体表面境界条件は

(A-13)

で 与 え られ る。 こ こに,n1,n2はCの 外 向 き 単 位 法 線 の 方 向 余 弦 で あ り,ns=n2x - n1yで あ る。(A - 13)に

(A-1)を 代(す る と

(A-14)

が 得 られ る。(A-14)を 考慮 して,(A-7)と(A-10),(A-8)と(A-9)か らそ れ ぞ れ

(A-15)

(A-16)

が得られる。

A.3 DifFraction ポ テ ソ シ アル の 積 分 方 程 式

Diffractionポ テ ソシアルに対する積分方程式の変形の過程においては,物 体の対称性は考慮されないから,

別所の結論6,7)はそのまま成立する。

(A-17)

(A-18)

(A-19)

(A-20)

A.4 Kochin関 数 の 直 接 的 関 係

上に得られた積分方程式は,す べて第2種 のFredholm型 積分方程式であるから,解 は一意に存在すると考

えられるが,す べてが独立なのではな く,互 いに従属の関係にあるものがあって,(A-16),(A-17)～(A-20)か

ら,独 立な関係が3つ 得られることが分かる。

(A-16),(A-18),(A-20)か ら

(A-21)

(A-17),(A-18)か ら

(A-22)

(A-19),(A-20)か ら

(A-23)

が得られる。これらの式に,演 算φo= ∂/∂n-∂φo/∂nを ほ どこ して,C上 で 積 分 す る と,φj→Hj+(K),φ04,φoB

→0で あることに注意すると

(A-24)

(A-25)

(A-26)

が得られる。さて(A-24)は あたかも1つ の式のごとくであるが,添 字Aの ついたKochin関 数は実数であり,

添字Bの 付いたKochin関 数は純虚数であることに注意すると,2つ の関係式
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(A-27)

(A-28)

に分けることができる。(A-25)～(A-28)はHj + (K)が 与 えられたとき,H4+(K)を 完全に決定する。 結果は

(A-29)

(A-30)

である。従って

(A-3)

とな る。

A.5　 発散波,反 射波,透 過波について

非対称な物体がj-modeの 運動をするときの発散波は

(A-32)

で与えられる。また,固 定されているとき,単 位振幅の(射 波に対して,反 射波AR,透 過波ATは

A-33)

であるから

(A-34)

(A-35)

が得られる。従って,固 定された非対称物体の場合においても,エ ネルギー等分配法劉は成立することが示 され

る。

A.6　 連成のない運動を許した場合

運動方程式は8)

(A-36)

で与えられる。ここに

m:物 体の質量

mj:j-modeの 運動に対する付加質量係数

C:j-modeの 復元力

である。今

(A-37)

とお くと,(A - 36)は

(A-38)

とな る。 こ こで

(A-39)

とおくと,j-modeの 運動による発散波の対称成分は

(A-40)

で あ るか ら,(A-38)か ら

(A-41)

同様に,発 散波の反対称波成分は
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(A-42)

次 に,Diffractionを 考 慮 した,全 体 の波 の対 称 波 成 分 と反 対 称 波 成 分 は、

(A-43)

(A-44)

となる。これから次のことが得られる。すなわち,非 対称物体に運動を許したとき,エ ネルギー等分配法則は,

一般的には成 り立たない
。 しかし,次 の条件のもとでは成立する。

(A-45)

(A-46)

(i)は 物体の対称性を要求する。(ii)は(A-32)か ら分かるように,物 体の片側にだけ波を作るというtrivia1

な場合である。

ここにおいて,物 体の対称性がエネルギー等分配法則において果す役割が明らかになり,初 めに述べた結論が

得られた。


